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【設立経緯】
1995年1月

「21世紀地球環境懇話会」（内閣総理大臣の私的諮問機関）の報告書『新しい文明の創造に向けて』の中で、

地球環境戦略研究機関の設立が提案される。

1996年4月

「総合的な環境研究・教育の推進体制に関する懇話会」（環境庁）において「地球環境戦略研究機関のあり方」

について最終報告がまとまる。

1998年3月

財団法人地球環境戦略研究機関発足

【人員構成】
研究員 67 (26)＊名

研究支援・広報スタッフ 21 ( 7)名

管理業務スタッフ 16 ( 1)名

特別会計事業他 20 ( 3)名
＊（ ）内は客員研究員または非常勤スタッフ等で内数　　　　　　　　　（2007年3月31日現在）

■本部
〒240-0115 神奈川県三浦郡葉山町上山口2108-11

Tel：046-855-3700 Fax：046-855-3709

E-mail：iges@iges.or.jp URL：http://www.iges.or.jp

■東京事務所
〒100-0011 東京都千代田区内幸町2-2-1 日本プレスセンタービル6階

Tel：03-3595-1081 Fax：03-3595-1084

■関西研究センター
〒651-0073 兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通1-5-1 国際健康開発（IHD）センター3階

Tel：078-262-6634 Fax：078-262-6635

■北九州事務所
〒802-0001 福岡県北九州市小倉北区浅野3-9-30 北九州国際会議場6階

Tel：093-513-3711 Fax：093-513-3712

■北京事務所
100029 中華人民共和国北京市朝陽区育慧南路１号

中日友好環境保護中心5階 505号室（IGES中日合作項目弁公室）

Tel : +86-10-8463-6314 Fax : +86-10-8463-6314

■バンコク事務所
c/o UNEP-RRC.AP, Outreach Bldg. 3F, AIT

P.O. Box 4, Klongluang, Pathumthani 12120, Thailand

Tel : + 66-2-524-6441 Fax : + 66-2-524-6233

■APNセンター
〒651-0073 兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通1-5-1 国際健康開発（IHD）センター5階

Tel：078-230-8017 Fax：078-230-8018

財　団　概　要
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【理　事】
森　島　昭　夫（理事長） 前中央環境審議会会長

ルーカス・アスンサン アースカウンシル ジュネーブ事務所所長（スイス）

キース・ベザンソン 元サセックス大学開発学研究所所長（英国）

ヤンピン・チェン 日中友好環境保全センター所長（中国）

クリストファー・フレイビン ワールドウォッチ研究所所長（米国）

浜　中　裕　徳 慶應大学環境情報学部教授

平　石　尹　彦 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）インベントリープログラム共同議長

小　林　悦　夫 財団法人ひょうご環境創造協会顧問

幸田シャーミン 国連広報センター（東京）所長

森　　　秀　行 IGES副所長

トングロイ・オンチャン メコン環境資源研究所所長（タイ）

小　野　義　博 神奈川県環境農政部部長

ラジェンドラ・K・パチャウリ 資源エネルギー研究所（TERI）所長、IPCC議長（インド）

庄　子　幹　雄 鹿島建設株式会社常任顧問

鈴　木　　　胖 兵庫県立大学副学長

スースン・ユーン 韓国環境影響評価学会会長（韓国）

【監　事】
服　部　拓　也 東京電力株式会社常務取締役

寺　村　泰　彦 株式会社横浜銀行執行役員市場営業本部

【評議員】
赤　尾　信　敏 国際機関日本アセアンセンター 事務総長

ボルジド・Ts. アディヤスレン モンゴル政府自然環境大臣顧問（モンゴル）

伴　　　次　雄 財団法人国際緑化推進センター理事長

ラエ・クウォン・チュン 国連アジア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）環境・持続可能開発部長

福　川　伸　次 財団法人地球産業文化研究所（GISPRI）顧問

ウィリアム・グランビル 国際持続可能開発研究所（IISD）副所長兼最高執行責任者（カナダ）

マスネリャティ・ヒルマン インドネシア政府環境省天然資源保全推進・環境管理担当副大臣（インドネシア）

加　藤　康　宏 独立行政法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）理事長

スンヒー・キム 韓国政府環境省地球環境室長（韓国）

リチット・ロン カンボジア政府環境省環境総局副局長（カンボジア）

岡　田　康　彦 社団法人全国労働金庫協会理事長

小野川　和　延 国連地域開発センター（UNCRD）所長

大　場　智　満 財団法人国際金融情報センター理事

大　塚　柳太郎 独立行政法人国立環境研究所理事長

コイ・ニュエン・ファム ベトナム政府天然資源環境省上級副大臣（ベトナム）

バル・クリシュナ・プラサイ ネパール王国政府環境・科学・技術省事務次官

アンジュロ Ｔ．レイエス フィリピン共和国天然資源環境省大臣（フィリピン）

佐々木　正　峰 独立行政法人国立科学博物館館長

ノーリン・シンバンディット ラオス共和国政府科学技術環境庁副長官（ラオス）

マノエル・ソブラル・フィルホ 国際熱帯木材機構（ITTO）事務局長

スレンドラ・シュレスタ 国連環境計画（UNEP）アジア太平洋事務所所長

モンチップ・タブカノン タイ王国政府天然資源・環境省環境改善部長（タイ）

ピーター・ウッズ オーストラリア政府環境水資源部主席広報官（オーストラリア）

ルウチュウ・イェ 中国国家環境保護総局上席顧問（中国）

A. H. ザクリ 国連大学高等研究所（UNU/IAS）所長
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【研究諮問委員】
スダカラ・レディ・バシレディ インディラガンディー開発研究所教授（インド）

クァンルディー・チョティチャナタェウォン タイ環境研究所エネルギー産業環境プログラム部長（タイ）

ウォルフガング・クラマー ポツダム気候変動研究所地球変動自然システム部長（ドイツ）

ケンリャン・コー アジア太平洋環境法センター所長（シンガポール）

ウィリアム・グランビル 国際持続可能開発研究所（IISD）副所長兼最高執行責任者（カナダ）

ホァジン・ハン 韓国環境政策・評価研究院（KEI）地球環境研究センター所長

リーン・ホジク 国際応用システム分析研究所（IIASA）所長（オーストリア）

亀　山　康　子 独立行政法人国立環境研究所地球環境研究センター温暖化対策評価研究室主任研究員

木　村　耕太郎 財団法人地球産業文化研究所（GISPRI）専務理事

プーオン・リー 東南アジア研究所研究員（シンガポール）

フィリップ・マシューズ マレーシア国際戦略研究所科学技術局局長補佐（マレーシア）

ジェームズ・メイヤーズ 国際環境開発研究所（IIED）林業・土地利用プログラム部長（英国）

ジンギュ・オー 韓国エネルギー経済研究所（KEEI）気候変動研究センター所長（韓国）

ヘルマン・オット ヴッパータール気候・環境・エネルギー研究所ベルリン事務所長（ドイツ）

ヨン・レン 日中友好環境保全センター環境政策研究所副所長（中国）

ヨハン・ロックストロム ストックホルム環境研究所所長（スウェーデン）

イルカ・サボライネン フィンランドVTT技術研究センター研究教授（フィンランド）

リーナ・スリバスターバ エネルギー資源研究所（TERI）副所長（インド）

アチャリー・シュテインミューラー タイ環境研究財団自然資源環境プログラム上席研究専門員（タイ）

フランシスコ・セケレイ 欧州マネジメント工科大学（EMST）教授（ドイツ）

【顧　問】
平　岩　外　四 東京電力株式会社相談役

海　部　俊　樹 元内閣総理大臣、地球環境行動会議顧問

加　藤　一　郎 成城学園名誉学園長、元東京大学学長

近　藤　次　郎 特定非営利活動法人環境テクノロジーセンター会長

村　山　富　市 元内閣総理大臣、地球環境行動会議顧問

西　澤　潤　一 首都大学東京学長、元東北大学学長

曲　　　格　平 中国環境保護財団理事長（中国）

エミル・サリム 元インドネシア政府環境大臣（インドネシア）

シュテファン・シュミットハイニー 持続可能開発世界ビジネスカウンシル副議長（スイス）

モーリス・ストロング アースカウンシル議長（カナダ）

M.S. スワミナサン スワミナサン研究財団会長（インド）

クラウス・テプファー 元国連環境計画（UNEP）事務局長

梅　原　　　猛 国際日本文化研究センター顧問

【参　与】
畚　野　信　義 株式会社国際電気通信基礎技術研究所代表取締役社長

福　川　伸　次 財団法人地球産業文化研究所（GISPRI）顧問

原　　　　　剛 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授

赤　尾　信　敏 国際機関日本アセアンセンター 事務総長

石　坂　匡　身 社団法人日本損害保険協会副会長

加　藤　康　宏 独立行政法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）理事長

中　村　省　司 神奈川県議会議長

大　場　智　満 財団法人国際金融情報センター理事

岡　島　成　行 社団法人日本環境教育フォーラム理事長

佐々木　正　峰 独立行政法人国立科学博物館館長

2007年3月31日現在
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【IGES設立憲章署名機関一覧】
合　計　48機関（アルファベット順、2007年3月現在）

【行政機関】16機関
オーストラリア　環境省
カンボジア王国　環境省
カナダ　環境省
中華人民共和国　国家環境保護総局
インド　環境・森林省
インドネシア共和国　環境省
日本国　環境省
韓国　環境省
ラオス共和国　科学技術環境庁
マレーシア　天然資源環境省
モンゴル　自然・環境省
ネパール王国　環境・科学・技術省
ニュージーランド　環境省
フィリピン共和国　環境・自然資源省
タイ王国　天然資源・環境省
ベトナム社会主義共和国　天然資源環境省

【国際機関】6機関
国際熱帯木材機関（ITTO）
国連環境計画（UNEP）
国連地域開発センター（UNCRD）
国連訓練調査研修所（UNITAR）
国際連合大学高等研究所（UNU/IAS）
国連アジア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）

【研究機関】26機関
アジア太平洋環境法センター（シンガポール）
国際環境法センター（米国）
アース・カウンシル研究所（コスタリカ）
財団法人地球産業文化研究所（日本）
インディラ・ガンディー開発研究所（インド）
サセックス大学開発学研究所（英国）
東南アジア研究所（シンガポール）
マレーシア国際戦略研究所（マレーシア）
国際環境アカデミー（スイス）
ワイカト大学国際地球変動研究所（ニュージーランド）
国際環境開発研究所（英国）
国際持続可能開発研究所（カナダ）
国際応用システム分析研究所（オーストリア）
韓国エネルギー経済研究所（韓国）
韓国環境政策・評価研究院（韓国）
国立環境研究所（日本）
ポツダム気候変動研究所（ドイツ）
日中友好環境保全センター（中国）
ストックホルム環境研究所（スウェーデン）
エネルギー資源研究所（インド）
タイ開発研究財団（タイ）
タイ環境研究所（タイ）
世界資源研究所（米国）
フィンランドVTT技術センター（フィンランド）
ワールドウォッチ研究所（米国）
ヴッパータール気候・環境・エネルギー研究所（ドイツ）
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財団法人 地球環境戦略研究機関　寄附行為

第1章　総　則
（名称）
第1条 本機関は、財団法人地球環境戦略研究機関（以下、「本機関」という。）と称する。
（事務所）
第2条 本機関は、主たる事務所を神奈川県三浦郡葉山町上山口2,108番11に置く。
2 本機関は、理事会の議決を経て、従たる事務所を必要な地に置くことができる。

（目的）
第3条 本機関は、「地球環境戦略研究機関設立憲章（以下、「憲章」という。）」の趣旨を踏まえ、新たな地球文明

のパラダイムの構築を目指して、持続可能な開発のための革新的な政策手法の開発及び環境対策の戦略づ
くりのための政策的・実践的研究（以下、「戦略研究」という。）を行い、その成果を様々な主体の政策決
定に具現化し、地球規模、特にアジア・太平洋地域の持続可能な開発の実現を図ることを目的とする。

（事業）
第4条 本機関は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（1）戦略研究を実施すること（国際機関、国・地方の政府、研究機関、企業及びNGO等（以下「他の
機関」という。）との間の共同研究を含む。）。

（2）他の機関からの要請により、戦略研究を実施し、必要に応じ当該機関に対し、持続可能な開発に関
する戦略策定への情報提供、勧告等を行うこと。

（3）国際会議、セミナー等を実施すること（他の機関との共催を含む。）。
（4）各種の政策決定及び意思決定を行う会議に参加するなどにより戦略研究の成果を提案すること。
（5）戦略づくりに関し研修コースの実施、研修員の受入等により研修を行うこと。
（6）持続可能な開発に関する情報を収集し、整理し、提供すること。
（7）その他本機関の目的を達成するために必要な事業を実施すること。

（使用言語）
第5条 本機関の使用言語は、英語及び日本語とする。

第2章　財産及び会計
（財産の構成）
第6条 本機関の財産は、次に掲げるものをもって構成する。

（1）設立当初の財産目録に記載された財産
（2）設立後に企業及び個人等から寄付された財産
（3）日本をはじめとする各国の政府及び地方公共団体からの任意拠出金
（4）民間の財団等からの助成金
（5）財産から生じる収入
（6）会費収入
（7）事業に伴う収入
（8）その他の収入

（財産の種別）
第7条 本機関の財産は、基本財産及び運用財産とする。
2 基本財産は、次に掲げるものをもって構成する。

（1）設立当初の財産目録中基本財産の部に記載された財産

平成9年4月21日

神奈川県知事設立許可

平成10年3月31日改正

内閣総理大臣認可

平成13年2月23日改正

平成14年8月20日改正
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（2）基本財産とすることを指定して寄付された財産
（3）理事会で基本財産に繰り入れることを議決した財産

3 運用財産は、基本財産以外の財産とする。
（財産の管理）
第8条 本機関の財産は、理事長が管理し、その方法は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。
2 基本財産のうち現金は、郵便官署への定期貯金若しくは銀行等への定期預金、信託銀行への信託又は国債、

公社債の購入等安全確実な方法で保管しなければならない。
（基本財産の処分の制限）
第9条 基本財産は、これを処分し、又は担保に供することができない。ただし、本機関の事業遂行上やむを得な

い理由があるときは、理事会において理事現在数の3分の2 以上の議決及び評議員会の同意を経、かつ、
環境大臣の承認を得て、その一部を処分し、又はその全部若しくは一部を担保に供することができる。

（戦略研究基金）
第10条 本機関の業務の円滑な運営に資するために戦略研究基金を置くこととし、次に掲げるものをもって構成する。

（1）戦略研究基金とすることを指定して寄付され、又は交付された財産
（2）理事会で戦略研究基金とすることを議決した財産

2 戦略研究基金は、これを処分し、又は担保に供することができない。ただし、本機関の業務上やむを得な
い理由があるときは、理事会において理事現在数の3分の2以上の議決及び評議員会の同意を得て、その一
部を処分し、又はその全部若しくは一部を担保に供することができる。

（経費の支弁）
第11条 本機関の経費は、運用財産をもって支弁する。
（事業計画及び予算）
第12条 本機関の事業計画及びこれに伴う予算に関する書類は、理事長が作成し、毎会計年度開始前に、評議員会

の意見を聞き、理事会において理事現在数の過半数の議決を経、かつ、環境大臣に届け出なければならな
い。これを変更する場合も同様とする。

（暫定予算）
第13条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事長は理事会の議決を経

て、予算成立の日まで前年度の予算に準じ収入支出することができる。
2 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。

（事業報告及び決算）
第14条 本機関の事業報告及び決算は、毎会計年度終了後、理事長が事業報告書、収支計算書、正味財産増減計算

書、貸借対照表及び財産目録等として作成し、監事の監査を受け、理事会において理事現在数の過半数の
議決を経て、評議員会に報告し、その会計年度終了後3箇月以内に環境大臣に報告しなければならない。
この場合において、資産の総額に変更があったときは、2週間以内に登記し、登記簿の謄本を添えるもの
とする。

2 本機関の決算に余剰金があるときは、理事会の議決を経て、その全部若しくは一部を基本財産に繰り入れ、
又は翌年度に繰り越すものとする。

（長期借入金）
第15条 本機関が資金の借入れをしようとするときは、その会計年度の収入をもって償還する短期借入金を除き、

理事会において理事現在数の3分の2以上の議決及び評議員会の同意を経、かつ、環境大臣に届け出なけれ
ばならない。

（義務の負担及び権利の放棄）
第16条 第9条ただし書及び前条の規定に該当する場合、並びに予算に定めるものを除き、本機関が新たに義務を

負担し、又は権利を放棄しようとするときは、理事会において理事現在数の過半数の議決、及び評議員会
の同意を経、かつ、環境大臣に届け出なければならない。

（会計年度）
第17条 本機関の会計年度は、毎年4月1日に始まり、翌年の3月31日に終わる。

第3章　役　員
（種類及び定数）
第18条 本機関に、次の役員を置く。

（1）理事15人以上25人以内
（2）監事2人

2 理事の現在数（現在数が奇数である場合は、現在数から1を減じた数）の半数に1 を加えた数を日本人と
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する。
3 理事のうち1人を理事長とする。
4 理事のうち1人又は2人を副理事長とする。
5 理事のうち1人を所長とする。
6 理事のうち1人を副所長とすることができる。
7 理事のうち1人を専務理事とする。

（選任等）
第19条 理事及び監事は、評議員会において選任する。
2 理事は、互選により、理事長、副理事長、所長、副所長及び専務理事を選任する。
3 理事、監事及び評議員は、相互にこれを兼ねることができない。
4 理事のいずれか1名とその親族その他の特別の関係にある者が理事である場合のこれらの理事の合計数は、

理事総数の3分の1を超えてはならない。
5 監事は、相互に親族その他特別の関係にある者であってはならない。
6 理事に異動があったときは、2週間以内に登記し、登記簿の謄本を添え、遅滞なく、その旨を環境大臣に

届け出なければならない。
7 監事に異動があったときは、遅滞なく、その旨を環境大臣に届け出なければならない。

（理事長等の職務）
第20条 理事長は、本機関を代表し、その業務を総理する。
2 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき、又は理事長が欠けたときは、理事長があらかじ

め理事会の議決を経て定めた順序により、その職務を代行する。
3 所長は、第42条に定めるところにより、戦略研究及び研修に関する業務を行う。
4 副所長は、所長を補佐し、所長に事故があるとき、又は所長が欠けたときは、その職務を代行する。
5 専務理事は、理事長及び副理事長を補佐するとともに、その意を受けて、所長が行う業務以外の日常の業

務を処理する。
6 理事は、理事会を構成し、この寄附行為に定めるところにより、本機関の業務を議決し、執行する。

（監事の職務）
第21条 監事は、次に掲げる職務を行う。

（1）財産及び会計を監査すること。
（2）理事の業務執行状況を監査すること。
（3）財産、会計及び業務の執行について、不整の事実を発見したときは、これを理事会及び評議員会又

は環境大臣に報告すること。
（4）前号の報告をするため、必要があるときは、理事会及び評議員会の招集を請求し、若しくは招集す

ること。
（任期）
第22条 役員の任期は3年とする。ただし、再任を妨げない。
2 補欠又は増員により選任された役員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。
3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければならない。

（解任）
第23条 役員が次の各号のいずれかに該当するときは、理事会及び評議員会において、それぞれ理事現在数及び評

議員現在数の3分の2以上の議決に基づいて解任することができる。この場合においては、理事会及び評議
員会において議決する前に、その役員に弁明の機会を与えなければならない。
（1）心身の故障のため、職務の執行に堪えないと認められるとき。
（2）職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があると認められるとき。

（報酬等）
第24条 役員は無給とする。ただし、常勤の役員は有給とすることができる。
2 役員には、費用を弁償することができる。
3 前2項に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。

第4章　理事会
（構成）
第25条 理事会は、理事をもって構成する。
（機能）
第26条 理事会は、この寄附行為に別に定めるもののほか、本機関の業務に関する必要な事項について議決し、執
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行する。
（種類及び開催）
第27条 理事会は、通常理事会と臨時理事会の2種類とする。
2 通常理事会は、毎年2回開催する。
3 臨時理事会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。

（1）理事長が必要と認めたとき。
（2）理事現在数の3分の1以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があった

とき。
（3）第21条第4号の規定により、監事から招集の請求があったとき。

（招集）
第28条 理事会は、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第3項第2号又は第3号に該当する場合は、その日から20日以内に臨時理事会を招集しな

ければならない。
3 通常理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもって、少なくと

も開会の日の30日前までに通知しなければならない。ただし、理事全員の同意が得られる場合はこの限り
ではない。

（議長）
第29条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。
（定足数）
第30条 理事会は、理事現在数の過半数の出席がなければ開会することができない。
（議決）
第31条 理事会の議事は、この寄附行為に別に定めるもののほか、出席した理事の過半数をもって決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。
（書面表決等）
第32条 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項について、書面をもっ

て表決し、又は他の理事を代理人として表決を委任することができる。
2 前項の場合における前2条の規定の適用については、その理事は出席したものとみなす。

（議事録）
第33条 理事会の議事録については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

（1）日時及び場所
（2）理事の現在数、出席者数及び出席者氏名（書面表決者及び表決委任者の場合にあっては、その旨を

付記すること。）
（3）審議事項及び議決事項
（4）議事の経過の概要及び結果
（5）議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人以上が、署名押印をしなければなら
ない。

第5章　評議員及び評議員会
（評議員）
第34条 本機関に、評議員25人以上35人以内を置く。
2 評議員は、理事会において選任し、理事長がこれを委嘱する。
3 評議員は、憲章に署名した各国行政機関及び国際機関から委任を受けた者、又はその他の学識経験者であ

るものとする。
4 評議員には、第22条から第24条までの規定を準用する。この場合において、これらの規定中「役員」と

あるのは「評議員」と読み替えるものとする。
（評議員会）
第35条 評議員会は、評議員をもって構成する。
（評議員会の機能）
第36条 評議員会は、この寄附行為に定める事項を行うほか、理事長の求めに応じ、又は必要な場合に、本機関の

運営全般について審議し、理事長に対して助言する。
（評議員会の招集）
第37条 評議員会は、理事長が招集する。
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2 理事長は、評議員現在数の3分の1以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求が
あったときは、請求のあった日から20日以内に評議員会を招集しなければならない。

（評議員会の議長）
第38条 評議員会の議長は、評議員会において互選する。
（評議員会の定足数、議決及び書面表決等）
第39条 評議員会には、第30条から第33条の規定を準用する。この場合において、これらの条文中「理事会」及

び「理事」とあるのは、それぞれ「評議員会」及び「評議員」と読み替えるものとする。
（その他）
第40条 本章に定めるもののほか、評議員会の運営に関し必要な事項は、理事会で定める。

第6章　顧問及び参与
（顧問及び参与）
第41条 本機関に、顧問及び参与を置くことができる。
2 顧問及び参与は、理事会の推薦により、理事長がこれを委嘱する。
3 顧問は、本機関の運営上根幹に関わる事項について、理事長の諮問に応じ、意見を述べるとともに、所長

に対しても助言することができる。
4 参与は、本機関の業務上重要な事項について、理事長の諮問に応じ、意見を述べるとともに、所長に対し

ても助言することができる。
5 顧問及び参与の任期は、それぞれ3年とする。だだし、再任を妨げない。

第7章　研究体制
（所長の業務）
第42条 所長は、理事会の意を受けて次に掲げる業務を行う。

（1）戦略研究計画の決定及び進行管理
（2）戦略研究及び研修に関する年次報告書の作成並びに理事会及び評議員会に対する報告
（3）研究者の任免
（4）戦略研究及び研修に関し必要な事項の決定
（5）戦略研究及び研修に関する業務の統括

（研究諮問委員会）
第43条 本機関に、戦略研究の推進のための助言機関として研究諮問委員会を置く。
2 研究諮問委員会は、戦略研究計画の決定及び進行管理等の戦略研究の推進に係る事項について、所長に対

して助言する。
3 研究諮問委員会の委員は、所長の意見を踏まえ理事長が選任し、委嘱する。
4 研究諮問委員会の委員は、憲章に署名した研究機関から委任を受けた者又はその他の学識経験者であるも

のとする。
5 研究諮問委員会の委員の任期は3年とする。ただし、再任を妨げない。
6 補欠又は増員により選任された研究諮問委員会の委員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。
7 前各項に定めるもののほか、研究諮問委員会に関し必要な事項は、理事会の議決を経て理事長が定める。

（研究員等）
第44条 本機関に、主任研究員、研究員、客員研究員及びその他研究に関わる職員を置く。
2 客員研究員とは、他の機関に所属する者であって、本機関の実施する戦略研究に従事する者をいう。
3 主任研究員、研究員及び客員研究員は、所長が任免する。
4 研究員及びその他研究に関わる職員に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、所長が定める。

（研修員）
第45条 本機関は、本機関に属する者以外の者を研修員として戦略研究に参加させることができる。
2 研修員に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、所長が定める。

第8章　事務局
（設置等）
第46条 本機関の事務を処理するため、事務局を設置する。
2 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。
3 事務局長及び職員は、理事長が任免する。ただし、研究に関わる職員については、所長の意見を踏まえる

ものとする。
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4 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。
（備付け書類及び帳簿）
第47条 事務局には、常に次の帳簿及び書類を備えておかなければならない。

（1）寄附行為
（2）理事、監事、評議員、研究諮問委員、研究員及び職員の名簿及び履歴書
（3）許可、認可等及び登記に関する書類
（4）寄附行為に定める機関の議事に関する書類
（5）収入及び支出に関する帳簿並びに証拠書類
（6）資産、負債及び正味財産の状況を示す書類
（7）その他必要な帳簿及び書類

第9章　会　員
（会員）
第48条 本機関の目的及び事業に賛同する個人又は団体は、理事長が理事会の議決を経て別に定めるところに従い、

本機関の会員となることができる。
2 会員は、本機関の事業に参加することができるとともに、戦略研究の成果等についての情報提供を受ける

ことができる。
3 会員は、第1項の定めに従い、別に定める会費を納めるものとする。

第10章　寄附行為の変更及び解散
（寄附行為の変更）
第49条 この寄附行為は、理事会及び評議員会において、それぞれ理事現在数及び評議員現在数の4分の3以上の議

決を経、かつ、環境大臣の認可を得なければ変更することができない。
（解散）
第50条 本機関は、民法第68条第1項第2号から第4号までの規定によるほか、理事会及び評議員会において、そ

れぞれ理事現在数及び評議員現在数の4分の3以上の議決を経、かつ、環境大臣の承認を得なければ解散す
ることができない。

（残余財産の処分）
第51条 本機関が解散のときに有する残余財産は、理事会及び評議員会において、それぞれ理事現在数及び評議員

現在数の4分の3以上の議決を経、かつ、環境大臣の承認を得て、類似の目的を有する団体又は当該財産を
出資した団体に寄付するものとする。

第11章　補　則
（委任）
第52条 この寄附行為に定めるもののほか、本機関の運営に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が定

める。

附則（平成9年）
1 この寄附行為は、本機構の設立許可があった日から施行する。
2 本機構の設立当初の役員、評議員、顧問及び参与は、第19条第1項及び第2項、第34条第2項、並びに第41
条第2項の規定にかかわらず、設立者の定めるところとし、その任期は、第22条第1項、第34条第4項にお
いて準用する第22条第1項及び第41条第5項の規定にかかわらず、平成11年3月31日までとする。

3 本機構の設立初年度の事業計画及び予算は、第12条の規定にかかわらず、設立者の定めるところによる。
4 本機構の設立初年度の会計年度は、第17条の規定にかかわらず、設立許可のあった日から平成10年3月31
日までとする。

附則（平成10年改正）
1 この寄附行為は、平成10年3月31日から施行する。
2 第18条第2項の規定については、平成11年3月31日までの間適用しないものとする。
3 所長については、平成10年3月31日以後、最初に開催される理事会の日まで、理事長が兼ねるものとする。
4 専務理事については、第18条第7項の規定にかかわらず当分の間欠員とすることができるものとする。
5 平成10年3月31日以後、第43条第3項の規定により、最初に理事長が選任し、委嘱する研究諮問委員の任期
は、同条第5項の規定にかかわらず、平成11年3月31 日までとする。
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